
IT利活用コース・実践編

ビジネス開発演習

観光業界DX人材養成事業



本科目のねらい

2

ビジネスモデルについて経営者視点での理解を深め、

テクノロジーがどうビジネスに活かせるかを学ぶ。



本科目のゴール

3

❏ビジネスモデルについて、具体例を知る。

❏テクノロジーの進歩がビジネスモデル自体にどのよう

な影響を与えていくのかが分かる。



全体の流れ

4

1.イントロダクション

2.ビジネスモデルを知る

3.事例調査・分析

4.全体まとめ



ビジネス開発演習Ⅰ
時間 回数 日付 時間 内容

1

「ビジネス開発演習」授業の内容について　　　　　　　　　　　　
　　　　目標：マーケティング活動におけるビジネスモデルの構築は
、企業が利益を生みだし、持続可能な事業を維持し続けるために必須
の活動であることを理解する。

2 マーケティングの基礎　レビュー

3 マーケティングの基礎　レビュー

4

5 ビジネスモデルとは

6

7 ビジネスモデルのケーススタディ

8 東京ディズニーリゾートのビジネスモデル

9 ビジネスモデルのケーススタディ

10 地域ドミナント(セブンイレブン、スターバックスなど）

11 ビジネスモデルのケーススタディ

12 クリームスキミング（サウスウエスト航空など）

13 ビジネスモデルのケーススタディ

14 特定市場の支配（YKKなど）

15 ビジネスモデルのケーススタディ

16 グローバル化（トヨタなど）

17 ビジネスモデルのケーススタディ

18 顧客ライフサイクルマネジメント

19 ビジネスモデル

20 DXとビジネスモデル

21 レポート作成のいろは･･･作成の基本

22

23 レポート作成と発表の準備①

24

25 レポート作成と発表の準備①

26

27 レポート作成と発表の準備②

28

29 レポート作成と発表の準備③

30

31 レポート作成と発表の準備④

32

33 発表①

34

35 発表②

36

1月29日（月）

2月5日（月）

7

1

2

3

4

5

6

12月11日（月）

12月18日（月）

1月15日（月）

1月19日（月）

1月22日（月）

11

12

13

14

15

1限(9:30~11:00)

16 2限(11:10~12:40)

17

18

1限(9:30~11:00)

2限(11:10~12:40)

1限(9:30~11:00)

2限(11:10~12:40)

1限(9:30~11:00)

2限(11:10~12:40)

1限(9:30~11:00)

2月19日（月）

2月26日（月）

8

9

10

2限(11:10~12:40)

1限(9:30~11:00)

1限(9:30~11:00)

2限(11:10~12:40)

2限(11:10~12:40)

1限(9:30~11:00)

2限(11:10~12:40)

2限(11:10~12:40)

1限(9:30~11:00)
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①マーケティングの基礎



①マーケティングの基礎

7

別紙 ①マーケティングの基礎
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マーケティング・プロセス
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市場機会の分析
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市場細分化（S:セグメンテーション）
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人口動態的細分化
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所得による細分化
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年齢とライフサイクルによる細分化
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地理的細分化
（ジオグラフィック）
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サイコグラフィックスによる細分化
（心理学的属性）
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標的市場の設定（Targeting)
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⑤ビジネスモデルの事例
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⑥観光のビジネスモデル



①マーケティングの基礎
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日本のツーリズム振興と地方創生政策1 
〜ツーリズム振興における課題〜 

 
 

木下俊和2 
要旨 

 
世界のツーリズムは年々拡大を続けている。ツーリズムには、「外貨獲得」、「雇用創出」、「所得創出」、

「税収」、「投資誘発」といった経済効果があり、その効果は多分野に及ぶとされている。また、日本の

地方創生政策における課題である「人口減少」と「都市部と地方との経済格差」に対する有効な解決

策として期待されている。 
 日本のツーリズム産業は、従来のマスツーリズムと呼ばれる旅行業者主導の発地型観光から地域が

自らマーケティング・マネジメント活動を行う着地型観光へと移行しつつある。加えて訪日外国人旅

行者をターゲットとしたインバウンドツーリズムが注目されている。政府もツーリズムの経済効果を

期待しており、2014年に策定された地方創生の基本方針において重要な産業と述べている。 
ツーリズム振興において、より多くの旅行者を惹きつける魅力的な観光地づくりが必要である。観

光資源の付加価値を高め、観光商品を造成し、旅行者に知らしめ、旅行者が実際に訪れるよう仕向け

なければならない。そのためには、ツーリズムにおけるマーケティング・マネジメント概念導入は、

重要な要素となる。そしてそのために必要な活動を行うためのプロフェッショナル人材が必要である

が、現状そのような人材が不足している。それらの人材確保するために「地域おこし協力隊」や「日本

版DMO」制度の実施などが行われている。しかし、人材を域外に求めるだけでなく、地域内の人材を

育成していくことも重要である。 
また、インバウンドツーリズムに注目が集まる中、すべての地域が訪日外国人をターゲットとする

必要はなく、地域の状況に応じたツーリズム振興が行われるべきである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 本論文の執筆にあたり、2名の匿名査読者から貴重なコメントをいただき、適宜加筆修正をした。ここに記して感謝

の意を表したい。但し、残りうる誤りはすべて筆者の責任である。 
2 熊本学園大学経済学部非常勤講師 email: kinoshitaz@hotmail.co.jp 
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Tourism Promotion and Regional Revitalization in Japan 
-Issues in Tourism Promotion- 

 
Toshikazu KINOSHITA 

 
Abstract 

World tourism is expanding year by year. Tourism has economic effects such as "foreign 
currency acquisition", "employment creation", "income generation", "tax revenue", and "investment 
induction", and the economic effects spread to other industry. It is also expected to be an effective 
solution to "population decline" and "economic disparity between urban and rural areas" which are 
issues in Japan's regional revitalization policy. 

The tourism industry in Japan has been shifting from operator-driven tourism, which is called 
mass tourism, to community-based tourism, in which the region conducts its own marketing and 
management activities. In addition, inbound tourism targeting foreign tourists visiting Japan is 
attracting attention. The government also expects the economic effect of tourism, and states that it 
is an important industry in its basic policy on regional revitalization formulated in 2014. 

In tourism promotion, it is necessary to create attractive tourist destinations that attract more 
tourists. We must increase the added value of tourism resources, create tourism products, inform 
tourists, and encourage them to visit. To that end, the introduction of marketing and management 
concepts in tourism is an important factor. For that purpose, professional human resources for 
performing necessary activities are required, but such human resources are currently scarce. In 
order to secure such human resources, the "Regional Revitalization Cooperation Volunteers" and 
the "Japan DMO" system are being implemented. However, it is important not only to seek human 
resources outside the region, but also to develop human resources within the region. 

Also, as attention is focused on inbound tourism, it is not necessary for all regions to target 
foreign visitors to Japan, and tourism should be promoted according to local situations. 
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はじめに 
 2003年のインバウンドツーリズム政策がスタートして以来、堅調に推移してきた訪日外国人旅行者

の増加にともない、国内でツーリズムの経済効果に期待した活動が活発化してきた3。さらに、2014年

に閣議決定された地方創生総合戦略とそれに伴う施策の策定と実施においても、地域の資源を活用し

たツーリズム振興が重要項目として挙げられている。 
 戦後の日本におけるツーリズムは、団体旅行を中心とした旅行業者を介した旅行から、インターネ

ットの普及と旅行者の嗜好が多様化し、一人一人の個人をターゲットとした旅行へと変化してきた。

また、ターゲットマーケットは、日本人の国内旅行者および海外旅行者を中心としたものから訪日外

国人旅行者を意識したもの、つまりインバウンドツーリズム（訪日外国人旅行）へと拡大し、2020年

の東京オリンピック開催は、日本のツーリズムにおける経済効果に対する期待をさらに高める機会と

捉えられている。 
 本稿は、現在の日本における地方創生とそこに含まれるツーリズム政策、日本のツーリズム振興に

おける課題を明らかにする。そのため、第 1節では、ツーリズムとその経済効果について先行研究を

行う。第 2節では、国際旅行の現状について世界観光機関の統計資料を用いて国際比較を行う。第 3
節では、日本のツーリズムの現状を統計データから概観し、さらに戦後の日本ツーリズムの変遷、現

在の政府が進める観光政策について考察を行う。第 4節では、現在の日本のツーリズム振興における

課題を明らかにする。 
 
1. 先行研究―ツーリズムと経済効果 
1.1  ツーリズムの定義 
 岡本は、「観光」を「楽しみのための旅行（岡本2001）」と簡潔に定義した。また、中崎(2002) は、

観光について「狭義の観光」、「広義の観光」と区別して定義している。前者は、「日常の生活から離れ

て、再び帰ってくる予定で移動し、営利を目的としないで風物、静養・慰安などに出かける人を観光

者（旅行者）といい、このような観光者の行為を狭義の観光」としている。後者は、「観光者の旅行の

支援を行う観光産業とその健全性を担保するために行政が行う法規制などの活動を含めた社会的なス

ケールで行われる観光現象」であるとしている。国連世界観光機関（UNWTO：United Nations World 
Tourism Organization: UNWTO）は、ツーリズムを「レジャー、ビジネス、その他の目的のために1
年を超えない期間において通常の環境から外に旅行に出かけること、または、滞在する個人活動であ

る」（UNWTO 1991）としており、「楽しみのための旅行」に加えてビジネス旅行についても言及して

いる。 
 
1.2 ツーリズムの経済効果 
 河村は「旅行者の訪問地での消費は、輸出貿易同様に、域外経済からの所得流入であり、域内経済

 
3 日本のツーリズムは、日本人の国内旅行または海外旅行（アウトバウンドツーリズム）を中心としたものであった

が、訪日外国人旅行（インバウンドツーリズム）をターゲットとした誘客を積極的に推進するようになった。 
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の生産を刺激し、それまでの自給自足を旨とし、閉鎖的であった地域経済ひいては国民経済を開かれ

たものにし、市場経済の発展を加速することになった」と述べ、ツーリズムには経済発展の効果があ

ると述べている（河村 2008）。また、ツーリズムがもたらす効果には「経済的側面、社会文化的側面、

自然環境的側面」があるとされている（鈴木2000 ）。経済的側面について鈴木が挙げているのは、「外

貨獲得」、「雇用創出」、「所得創出」、「税収」、「投資誘発」である。 
 国際ツーリズムは、旅行者が国境を越えて旅行することであり、訪問した国、地域において交通費、

宿泊費、飲食費、その他商品を消費することであり、すなわち受け入れ国側からすると外貨獲得の効

果がある。 
次に、「観光産業は最も雇用を促進させる産業、いわゆる労働集約型産業とみなされていることは事

実である」（鈴木2000 26頁）、「観光産業はやはり労働集約的な人手産業であってハイテク産業ではな

い」（河村2008  33頁）とされるように、雇用創出効果が認められる。ツーリズムは、無形のものを

商品化するため、販売者、または応対者の接遇により付加価値が変化する。また、ツーリズムは、「生

産と消費を同時に完結させなければならず、日々刻々と変わる顧客の需要に即応し、最大のサービス

を提供することで所定数の顧客を確保していかなければならない」（河村 2000 25 頁）ため、それら

の労務を機械が取って代わることが困難であり、ツーリズムには雇用創出効果が伴うこととなるので

ある。 
 雇用創出効果は、所得創出効果を伴う。旅行先において旅行者が支払うサービスに対する対価は、

企業の収益であり、従業員の所得となる。観光産業を活性化することにより、所得を増加させる効果

が期待できる。 
 さらに、ツーリズムの発展により税収の増加も期待される。空港税や消費税、関税、サービス税な

どの旅行者からの税収や、観光産業に従事する従業員の所得向上による所得税の増加も見込まれ、所

得が向上すれば、消費押し上げとそれに伴う消費税等の税収も増加する。さらに消費増がもたらす内

需の増加により法人税が増加する可能性もある。 
最後に、投資誘発効果である。観光産業の進展、旅行者の増加によって、その国または、地域に対す

る観光関連設備への投資が増加する期待がある。例えば、有名ホテルチェーンによる直接投資による

ホテル建設や、加えて社会基盤、電気、水道、道路などのインフラ整備も期待される。これがツーリズ

ムによる投資誘発である。 
 このように、ツーリズムは、交通、宿泊、レクリエーション、飲食、そして、それらに関連するサー

ビスなどの広い部門に渡って構成されているため重要な産業と認識されるようになってきており、そ

の効果が多分野に波及すると期待されている。 
 加えて、近年ツーリズム振興に対する期待が日本各地で広まっている要因として、ツーリズムが地

域特有の資源を活用し、地域の人々が自立的に活動することにより事業を持続的に維持することがで

きる可能性があるという点にある。「飲食や土産品など、地元で生産される原材料の活用が旅行者サイ

ドからのニーズ」であり、「域内の原材料調達への波及効果が大きく、地域の農林水産業や地場産業の

振興にも貢献する」のである（細川 2010）。さらに、「定住人口の増加に寄与する雇用創出効果が大き

く……さまざまな就業形態が可能であり、生産誘発効果にも増して雇用創出効果が大きい」のである



 5 

(細川 2010)。そうした旅行者の来訪のみならず、定住人口が増加することにより、インフラ整備や行

政サービス、社会サービスの整備・充実にもつながる可能性がある。つまり、後述する政府が進める

地方創生のねらいとも一致しているのである。 
 
1.3 経済的効果が有効に波及するための条件 
 ツーリズムの経済効果を最大限にするためには、その地域内、または国内における一定の産業の発

展が必要である。旅行者からの収入が域外や、国外に流出してしまっては、その効果は縮減してしま

う。「観光収入が急増したとしても、そのほとんどすべてが域外へ流出することとなれば、域内におけ

る経済発展における観光の役割は小さくなる。逆に、観光収入の伸びが小さくても、そのほとんどす

べてが域内に留まり、域内の商品に向かうとするならば、観光の役割は大きくなる」（河村 2008）。 

また、旅行者の滞在を快適に満足するものとするためには、一定以上の品質が求められる。例えば、

そこに美しい景観があるとする。それは一つの観光資源である。しかし、そこにどれだけの付加価値

を加えられるかによって、旅行者の満足度は変化する。旅行者のニーズに応えられるだけの質の高い

商品供給が可能であるかどうかという点が重要である。また、観光産業は労働集約型産業である。能

力の高い労働力が必要であり、それら人的資源を域内で得られることもその地域における収入が地域

内に留まるためには重要である。さらに、旅行者によってもたらされた観光収入による経済効果を最

大限に得られるための仕組み、ビジネスモデルの構築ができているかどうかがツーリズム発展のカギ

を握っている。そのための域内の協業的な分業体制と域外との協力他関係を築くことも重要である。 
 
2. 国際旅行者統計の概観 
 国連世界観光機関(United Nations World Tourism Organization: UNWTO)は、毎年各国の国際旅

行者数と国際旅行輸出額について統計を公表している4。UNWTO ツーリズムハイライト 2019 によ

ると、2018 年の世界の国際旅行者総数は14億人で、国際旅行輸出額は、およそ1.7兆米ドルであっ

た。国際旅行輸出額は、世界の多くの国々で外貨獲得の重要な収入源となっており、1.7兆米ドルは世

界の輸出額の7%、また世界のサービス輸出額の29%に相当する (UNWTO 2019)。 
 世界の到着者数ベースの国際旅行者数は、1990 年の約 4.4億人から 2018 年の 14億人へと増加し

ており、現在に至るまで概ね増加傾向を示している（UNWTO 2019）。2018年の14億人の国際旅行

者数のうち、ヨーロッパ地域への旅行者数が約6.7億人、アジア太平洋地域が約3.6億人、南北アメリ

カ地域が約 2.4 億人となっている。特にアジア太平洋地域への旅行者数の増加が著しく、とりわけ東

南アジア諸国への旅行者数が増加している。 
 国際旅行受取額は、世界全体で 1.5兆米ドル、旅行者数に準じてヨーロッパが 5,700億米ドル、ア

ジア太平洋地域が約4,400億米ドル、南北アメリカが約3,300億米ドルと多くなっている。 
ところで、表1.1は2018年の国際旅行者数および国際旅行受取額の上位10カ国をまとめたもので

 
4 国際旅行者数(International Tourist Arrivals)は、到着者数ベースの旅行者数である。また、国際旅行輸出額

(International Tourist Receipts)は、旅行目的地において国際旅行者から受け取った金額に国際旅客輸送額を加えた額で

表される。 
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ある。世界の国際旅行者数の40%を上位10カ国で占めており、世界の国際旅行受取額の約50%を上

位 10カ国でしめている。また、国際旅行受取額の上位 10カ国中 8カ国が旅行者到着者数の上位 10
カ国に入っている。これは、旅行者数が多いほど旅行受取額も多いことを示しているが、一方で二つ

の特異性が見られる。一つは、旅行者数上位3カ国について、旅行者数では3位の米国の旅行受取額

が、スペイン、フランスの約3倍となっている点である。もう一つは、国際旅行者収入受取額の7位
のオーストラリアの旅行者到着者数は約900万人、9位の日本の到着者数は3,100万人と旅行者数で

は上位10カ国にはいっていないにも関わらず、受取額では上位10カ国にランクインしている点であ

る。これらのことから旅行者数と旅行受取額とは比例しない場合があるということである。つまり、

少ない旅行者数でも旅行者が消費行動を起こす仕組み、言い換えるならば付加価値を高め消費単価を

高めることによってより多くの収入を得られる可能性があるということである。 
 
表1.1 国際旅行者数(単位：百万人）・国際旅行収入受取額（単位：十億米ドル）上位国2018年 

 
出所：United Nations World Tourism Organization, International Tourism Highlights 2019 Edition 9頁。 

 
日本政府は、ツーリズムの経済効果に大きな期待を寄せており、特に2003年から始まったインバウ

ンド誘致のためのビジット・ジャパン・キャンペーンの実施、そしてそれまで国土交通省が所管して

いたツーリズム分野について、観光庁を設置するとともに、観光立国推進基本法（2007年施行）を制

定するなどの施策を行ってきた。観光庁（2008年設置）は、2017年に「観光の現状等について」で、

2016年の観光交流人口増大の経済効果を次のように述べている（観光庁 2017 16頁）。まず定住人口

１人当たりの年間消費額124万円は、旅行者の消費に換算すると外国人旅行者8人分、宿泊国内旅行

者25人分、日帰り国内旅行者79人分に相当すると試算した。また、旅行消費額は、2016年の訪日外

国人旅行者2,404万人が消費した額が、3.7兆円と推計されているが、一方日本人の国内旅行（宿泊・

日帰りを含む）の旅行者数は6億4,108万人（延べ人数）で、その消費額は20.9兆円と推計された。

これを１人当たりに換算すると、訪日外国人旅行者が 153,910円、国内旅行者が、32,601円である。

訪日外国人旅行者の１人当たり消費額は、国内旅行者のそれの約５倍の消費が得られたわけである。

こうした点からも日本政府は訪日外国人旅行者の拡大と消費喚起に期待をしているのである。さらに、

2017年の世界経済フォーラムは、旅行観光競争力ランキングにおいて、日本が前回の9位から4位に
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上昇したと発表した(World Economic Forum 2017)5。このことは日本の旅行目的地としての競争力が

向上している一つのエビデンスとして捉えられており、また、2020年の東京オリンピックを控えてい

ることからも、日本のツーリズムがインバウンドにおいてより大きな経済効果が期待されるものであ

ると考えられている。 
 
3. 現代日本のツーリズム 
3.1 ツーリズム統計の推移 
 日本人の海外旅行者数は 1980 年代から急増し、1990 年に初めて 1,000万人を超え、1999 年には

1,700万人に達した6。日本人の海外渡航は 1964 年に自由化され、当時ブレトン＝ウッズ体制の下で

1ドル＝360円に固定されていた円とドルの交換が1972年のニクソンショック後、変動相場制に移行

し、さらに1985年のプラザ合意によって、円と米ドルとの交換レートにおいて円高が進行したこと、

旅行業者間の競争激化にともなう旅費の低下などが、日本人の海外旅行増加を後押しした。加えて、

「運輸省のテン・ミリオン計画にみられるように、国民の海外旅行の振興（＝外貨の流出）は貿易収

支のアンバランスを改善するひとつの手段として位置づけられる」（細野 2010）と述べてられている

ように、政府の意向が働いていたことも一つの理由であろう。 
一方、同時期の訪日外国人旅行者数は、微増していたものの1990年で323万人、1999年に444万

人であった7。図3.1は、観光庁が発表している日本人海外旅行者数と訪日外国人旅行者数の推移をグ

ラフにしたものである。2003年の日本人海外旅行者数は2012年に1,849万人、2018年には1,895万
人と過去最高となるも、増減を繰り返している。しかし、訪日外国人旅行者数は2009年と2011年を

除くと大幅に増加するようになり、2018年には過去最高の3,119万人に達した。 
 次に、図 3.2 に示した国内における日本人旅行者実宿泊数と訪日外国人旅行者実宿泊数の推移をみ

てみる。2008年の日本人の実宿泊者数は、約2億9,150万人から2018年には約3億2,500万人に増

加した。一方、外国人実宿泊者数は、2008 年の約 1,459万人から約 5,626万人へと急増している。

2003年以降日本政府の観光政策の転換から、訪日外国人旅行が注目されがちであるが、日本人の国内

旅行もまた年々増加傾向にあることにも留意しておかなければならない。 
 図 3.3 は国内における旅行消費額の推計である。日本人の国内旅行（宿泊・日帰りを含む）消費額

は、2012年に約21.3兆円、2017年には約22.9兆円であった。さらに、訪日外国人の消費額は、2012
年の約0.9兆円から2017年の約4.1兆円にまで増加した。両者を合わせると2017年の旅行消費額は

約27兆円となる。観光庁は、これら日本国内における旅行消費額からその経済波及効果を推計してい

 
5 1971年に設立された世界経済フォーラム（World Economic Forum）は、官民両セクターの協力を通じて世界情勢の

改善に取り組む国際機関で、毎年スイスのダボスで政界、ビジネス界、および社会におけるその他の主要なリーダーと

連携し、世界、地域、産業のアジェンダを形成する国際会議を開催している。ダボス会議では、The Travel & Tourism 
Competitiveness Reportを発行している。https://jp.weforum.org  (2019年9月4日) 
6 日本政府観光庁資料。日本人海外旅行者数は、法務省出入国管理等系、出入国者数より、また、訪日外国人旅行者数

は、法務省資料に基づき外国人世紀入国者のうちから日本に永続的に居住する外国人を除き、さらに一時上陸客等を加

えて集計したものである。https://statistics.jnto.go.jp/graph/#category--9 （2019年9月4日） 
7 日本政府観光庁資料。https://statistics.jnto.go.jp/graph/#category--9 （2019年9月4日） 
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る8。推計される経済効果は、生産波及効果、付加価値効果、そして雇用効果の３つである。2017年の

経済効果のうち、生産波及効果は、直接効果が25.8兆円、さらに1次効果を含め44.7兆円、2次効果

まで含めると55.2兆円と推計されている9。次に付加価値効果は、直接効果が12.9兆円、1次効果を

含め 21.7兆円、2次効果まで含め 27.4兆円とされている。2017 年の実質国内総生産（GDP）(支出

側)が、約 547 兆円であったので、ツーリズムの生産波及効果はその 10%以上を占めていたことにな

る10。国連世界観光機関のInternational Tourism Highlights 2018年版によると、2017のツーリズム

の直接および間接的な経済効果は世界のGDP の約10%に相当すると述べているが、同年の日本のツ

ーリズムによる経済効果もほぼ同様の効果を与えていたことになる。雇用効果については、直接効果

として249万人、1次効果を含め389万人、2次効果まで含め472万人と推計している。また、2017
年12月の労働力調査によると、就業者総数6,542万人のうち、宿泊業、飲食サービス業の就業者数が

392 万人とされており、1 次効果までを含めたツーリズムの雇用効果はほぼ同じ雇用を生み出してい

ると想定される。 
 

図3.1 日本人海外旅行者数と訪日外国人旅行者数の推移2004年〜2018年 

 
出所：観光庁、2019、「図表Ⅰ-10訪日外国人旅行者数の推移」、 

『平成30年度観光の状況・令和元年度観光政策要旨』、10頁を参照して筆者作成。 
 
 
 
 
 
 

 
8 観光庁 (2019) 「資料編」 『令和元年度版 観光白書』観光庁 223頁。 
9 1次効果は、例えば、宿泊施設の当初の1泊2食という宿泊サービス自体を供給するために必要とされるさまざまな

財やサービスの調達→生産→調達という循環の輪が広がっていく波及効果のことである。また、2次効果は、宿泊施設の

従業員の人件費として支払われ、その従業員の生活全般にかかわる消費活動が新たな生産活動を促し、生産波及の輪が

広がっていくという家計消費活動のことをいう（細野 2010 57頁）。 
10 内閣府経済社会総合研究所 (2019)「国内総生産勘定」内閣府。 
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図3.2 日本人旅行者実宿泊者数および外国人旅行者実宿泊者数 2008年〜2018年 

  
注1 外国人とは、日本国内に住所を有しない者をいう。 

出所：観光庁、（2008~2019）、「資料編」、『観光白書』の都道府県別の実宿泊者数より筆者が算出作成。 
 
 

図3.3 国内における旅行消費額の推計 2012年〜2017年 

 
出所：観光庁、（2008~2019）、「資料編」、『観光白書』の国際基準による旅行消費額の推計より筆者が作成。 

 
図3.4 訪日外国人旅行者消費額推計と訪日外国人旅行者数の推移 2012年〜2018年 

 
注1 左軸は訪日外国人旅行者消費額（単位：兆円）、右軸は訪日外国人旅行者数(千人) 

出所：観光庁、2019、「平成30年度観光の状況」、『観光白書』、12頁を参照して筆者作成。 
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図3.4は、訪日外国人旅行者消費額と訪日外国人旅行者数の2012年から2018年までの推移を表し

たものである。2003年に「ビジット・ジャパン・キャンペーン」が始まり、年々日本を訪れる外国人

旅行者は増加傾向が続いている。2012年に日本を訪れた外国人旅行者数は836万人、2013年に1,000
万人を超え、2018年には3,119万人にまで増加した。観光庁は、訪日外国人旅行者数を2020年まで

に4,000万人、2030 年には6,000万人にするという目標を掲げており、2018 年現在順調に増加を続

けているといえよう。一方、訪日外国人旅行者の消費額も増加しており、2012年に1.8兆円であった

が、2018 年には 4.5兆円にまで増加した。単純に消費額を旅行者数で除してみると、2012 年の旅行

者１人当たりの消費額は、約215,000円であったが、2018年は144,000円となっている。旅行者1人

あたりの消費額は低下していることになる。ツーリズム振興の目的は、その経済効果を狙ったもので

あるとするならば、総消費額が増加しているとはいえ、１人当たり消費額が低下している点は見逃せ

ない課題となるだろう。 
 ここに示した日本の統計データから明らかなことは、日本のツーリズムにおいて訪日外国人旅行者

の増加が際立っていること、それにともない旅行者の消費額の総額が増加していることである。一方

で日本の旅行消費の内訳をみると、日本のツーリズムマーケットにおいて、その主力は依然日本人の

旅行消費額が比較にならないほど大きいという点である。日本は、高度成長期を通じて、日本人の所

得増加と余暇を楽しみたいという欲求が強く、そのため日本人マーケットが成長・成熟してきたとい

う経緯がある。しかし、日本の人口が減少傾向となった現在、将来的にインバウンドを重視するとい

う傾向は益々強くなると考えられる。 
 
3.2 日本の現代ツーリズムの確立と進展 
 日本の戦後のツーリズム産業は、1960年代の高度成長期に経済成長と技術の進歩によりマス・ツー

リズム の時代であった。旅行業者の主たる業務は団体旅行の営業であり、町内会や婦人会、企業など

の旅行を獲得していくことであった。団体旅行の増加は旅行業者による大量仕入れ大量販売という手

法を採用し、価格競争を引き起こした。1964 年に日本人の海外旅行が自由化され、1980 年代になる

と団体旅行の旅行目的地は国内のみならず海外へも拡大した。旅行業者の業務は、団体旅行中心から

個人旅行へと向かい始め、パッケージツアーの開発により、個人向けの国内外旅行が発売され、FIT商

品など、より個人の嗜好に対応した商品が販売された11。1990年代以降、インターネットの普及が個

人旅行を拡大させ、旅行業者の販売形態にも影響を与えた。また、携帯電話またはスマートフォンの

普及が、個人旅行を拡大したのみではなく、それまでの旅行業者による発地型観光から観光目的地が

直接旅行者とコミュニケーションをとる着地型観光へと、観光の形態を変化させてきた12。 
 

 
11 Foreign Independent Tour: FIT商品は、個人向けの海外旅行パッケージツアーのことで、航空便と宿泊、その他の

素材を個人の志向に合わせて組み合わせることが可能な商品のことである。 
12 発地型観光とは、旅行者の出発地において旅行業者の企画商品に参加することを中心としたタイプの観光であること

に対して、着地型観光とは、旅行目的地である地域や自治体が主導する企画商品に旅行者が直接・間接的に参加するタ

イプの観光をいう。 
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3.3 観光行政と観光政策 
 日本の観光行政は、1930年（昭和5年）に鉄道省に国際観光局が設立されたのが始まりとされ、経

済的に裕福でなかった日本は、外貨獲得のための外国人客来訪、つまりインバウンドの促進と受入れ

に力を入れた。また、海外で日本の観光宣伝を行う(財)国際観光協会、外国人旅行客の旅行手配を行う

(社)日本旅行協会が設立された。第2次世界大戦後は、運輸省に観光行政部門が置かれ、国内観光の振

興、外国との文化交流や国際親善に関する役割を担った。 
 1990年代以降、日本経済が低迷し、人口の減少、高齢化が進む中で、観光は地域の消費を促し、雇

用を生み出す経済効果などに期待が持たれるようになった。近年は、中国やアジアの経済発展著しい

新興国の活力を日本に活かすための観光立国の実現が重要課題として取り上げられるようになった。

2008年10月に国土交通省に観光庁（Japan Tourism Agency: JTA）が設立され、2010年に政府が打

ち出した「新成長戦略」に基づく観光戦略が実施されている。海外での訪日客誘致活動については、

世界13カ所に事務所を持つ、日本政府観光局（Japan National Tourism Organization: JNTO、独立

行政法人国際観光振興機構）が中心となって活動を行っている13。 
 観光庁は、観光政策をつくる企画・立案について役割を担っている。2003 年に政府が打ち出した外

国人旅行客を2010 年までに倍増させる「ウエルカムプラン21」が発表され、その後「ビジットジャ

パンキャンペーン」が始まり、インバウンド旅行促進を強化する観光施策が進められた14。2007年に

は、「観光立国推進基本法」が施行され、「観光立国推進基本計画」が策定された。観光庁は、これらの

法律や計画の基本案の作成を行った。 
 2016 年3月に「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議」は、「明日の日本を支える観光ビジョ

ン」をまとめ、「観光は真に我が国の成長戦略と地方創生の柱である」との認識の下、我が国が世界に

誇る自然・文化・気候・食という観光振興に必要な4つの条件を活用することにより、2020年に訪日

外国人旅行者数 4,000万人、訪日外国人旅行消費額 8兆円など新たな目標を立てた15。観光ビジョン

に掲げた目標の達成に向けて、我が国の観光資源の魅力を極め欧米豪や富裕層といった、これまで取

り組みが十分ではなかった層を取り込むことが必要であると述べた。そして、2017年4月から5月に

「観光戦略実行推進タスクフォース」を開催し、魅力ある公的施設の公開・開放など「観光資源の保

存と活用のレベルアップ」、歴史や文化だけにとどまらない新たな観光資源の開拓による「楽しい国 

日本の実現」、訪日プロモーションにおける国別戦略の徹底など「JNTOの大胆な改革」の3つのテー

マについて、有識者へのヒアリングを踏まえ、既成概念にとらわれない政策を打ち出した。また、全

国各地に残る古民家等の歴史的資源を再生・活用し、それを核として観光まちづくりを進める取り組

みを全国へ広げるため、2016年9月に設置した「歴史的資源を活用した観光まちづくりタスクフォー

ス」において、意欲のある地域での支援策について議論を重ね、その成果をまとめた。 

 
13 JNTOは、1964年に設立され、主に訪日外国人旅行者の誘客活動を行う公的専門機関であり、現在は独立行政法人

として活動している。 
14 2003年の外国人旅行者数は573万人。2010年は861万人、2013年が1,036万人、2016年は2,400万人（法務省

入国管理局出入国数統計、観光白書28/29年度）。 
15 2016年の訪日外国人旅行者数は約2400万人、消費額は3.7兆円と推計された。 
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 日本のツーリズム産業は、日本人の国内旅行や海外旅行が中心であったが、現在訪日外国人をター

ゲットとしたインバウンドツーリズム振興に力を入れている。中国人観光客の「爆買い」に対応する

ために、百貨店、アウトレットなど流通業界やその他業種との連携を強めている。しかし一方で、外

国人来訪をあまり快く思わない人たちも少なくなく、国を挙げての歓迎の機運やホスピタリティの向

上など課題もある。インバウンド政策や事業が効果を十分発揮するためには、観光行政のみならず、

その他省庁、行政機関との連携も必要であり、例えば、中国人の個人観光旅行目的の査証発行や、タ

イ人の無査証入国許可など、法務省や警視庁との連携が挙げられる。 
 ところで、JNTO は海外における訪日旅行者誘客のための活動を行っている。JNTO の 13 の海外

事務所を通して、ビジットジャパン事業などのプロモーション事業が円滑かつ効果的に実行できるよ

う、現地市場の訪日旅行の動向、消費者・旅行業者・航空会社のニーズと要望について情報収集・分析

を行い、地方公共団体・企業関係者に提供と事業実施のためのコンサルティングも行っている。 
 
3.4 「まち・ひと・しごと創生」とツーリズム 

2019 年初の施政方針演説において安倍首相は、「観光資源などそれぞれの特色を活かし、地方が、

自らのアイデアで、自らの未来を切り拓く。これが安倍内閣の地方創生です」と述べた16。 
政府は2014 年12月27 日に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および「まち・ひと・しご

と創生総合戦略」、さらに翌年6月30日には、「まち・ひと・しごと創生基本方針」を閣議決定した17。

「長期ビジョン (2014)」に示されたことは、地方創生をめぐる現状認識として、「人口減少」、「東京一

極集中」と「地域経済の格差」であった。これらの課題解決に取り組むための視点として、「東京一極

集中」の是正、若年世代の就労・結婚・子育ての希望の実現、地域の特性に即した課題解決に焦点を充

てた施策を実行していくというものであった。そして、「総合戦略 (2014)」は、過去の地域経済・雇用

対策および少子化対策が十分ではなかった要因として、府省庁・制度の「縦割り」構造、「全国一律」

の手法、「効果検証の不実行」、「地域に浸透しない施策」、および「短期的な」施策をあらためることに

言及している。言い換えるならば、各地域が、自立的で、将来性のある施策を地域の特性を活かして、

直接実施、なによりも結果を重視するが、長期的な視点でもって実行していくというものである。 
以上の基本的認識を踏まえたうえで、「基本方針 （2015）」は、解決策として、地方への新しいひと

の流れをつくるために、地方にしごとをつくり、安心して働ける、また、若い世代が安心して結婚し、

出産し、子育てができる環境を整えるとしている。そこで「地方にしごとをつくる」政策の一つとし

て「観光業」に言及している。農林水産物、伝統的工芸品、自然、文化、芸術、スポーツなど地域資源

を活用し、観光産業の付加価値を向上することによって地域経済全体の活性化を図る。そのために、

①日本版DMO を核とする観光地域づくり・ブランドづくりの推進、②地域の資源を活用したコンテ

ンツづくり、③観光消費拡大等のための受入れ環境整備が述べられている18。 

 
16 首相官邸 (2019)『第198回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説』 首相官邸。 
17 「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」、「まち・ひと・しごと創生基本方針」、「まち・ひと・しごと総合戦略」

は、2014年以降毎年改訂が行われており、本稿において引用した記述については、それぞれ発表年を付して示した。 
18 日本版DMOは、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立っ
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 観光の要素は、「観る」、「食べる」、「買う」、そして近年では「する」である。これらは、1次産業（農

林水産業）、2次産業（工業・製造業）、3次産業（サービス業）を横断する要素である。1.2で述べた

ように、観光産業の経済効果は広域に渡り得るものであり、かつ人を介したサービス提供が不可欠で

あるという点を考慮するならば、「まち・ひと・しごと創生」に係る施策においてツーリズムに焦点を

当てたことは適切であろうと考えられる。しかし、ツーリズムが地域の経済・社会に貢献するほどに

発展するには時間が必要である。多くの地域や組織がツーリズム振興に取り組む中で、その観光目的

地が認知され、旅行者が訪れるまでには時間がかかる。さらに、旅行者が「また訪れたい」と思うよう

な魅力（価値）が不可欠である。そして、次にその旅行者がその地を訪れるまでには一定の時間がか

かるだろう。ツーリズム振興において常に課題として挙げられることは、そこに携わる人々、つまり

旅行者の受入れをする人々の、その事業に携わるモチベーションの維持である。ウイリアム・イース

タリーは、「人はインセンティブに反応する」というスティーブン・ランズバーグの言葉を引用し、「人

間はそうすることが経済的に見合うことはするし、見合わないことはしない」と述べ、続けて「国が

成長したとしても、官僚が、援助供与国が、民間企業が、家計が、つねに個人レベルで利益が得られる

というわけではない」と述べている。ツーリズムもまた同様であり、そこに関わるステークホルダー

全てに恩恵があるとは限らない社会のなかで、事業を継続していかなければならない点に、ツーリズ

ム振興の困難さがある。 
 
4. ツーリズム振興における課題 
4.1 地域ツーリズム振興における課題 
筆者の居住する熊本市では、現在キリンビールと熊本市、日本財団の三者協定により、若者の起業

支援が行われている。その会議の一つに参加する機会があった19。そのなかで、南阿蘇村観光協会の職

員が、「南阿蘇村には観光資源が豊富にあるが、それら資源を商品化するヒト、人材がいない」と述べ

た。彼自身、実は県外から移り住んだ人物であるが、それでも地域での人材不足が、地域の観光振興

の足かせになっているという。人材不足は、ツーリズムに限ったことではないが、人口減、少子高齢

化といった課題と非常に関連した課題でもある。外部からの人材誘致と地域の人材育成とを並行して

行っていく必要があるだろう。 
ここで人材不足の解消のために行われている二つの施策についてみてみる。日本では、2009年に「人

口減少や高齢化等の進行が著しい地方において、地域外の人材を積極的に誘致し、その定住・定着を

図る」ために地域おこし協力隊推進要綱が制定された20 総務省のホームページに2009年度からの隊

員数と受入れ自治体数が掲載されている21。2018年現在全国で5,359人、受入れ自治体数は、11道府

 
た観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実

現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人である（観光庁2019）。 
19 「くまもと情報発信プロジェクト（仮）ワークショップ・意見交換会」。2019年9月4日にキリンビール（株）熊本

支店会議室にて開催された。 
20 総務省 (2009) 地域おこし協力隊推進要綱第1「趣旨」総務省。 
21 総務省ホームページ (2019) 「地域おこし協力隊」 総務省。 
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県 1050 市町村であった。国内の市町村数が 1,718 であるので 6割以上の市町村で採用されている制

度である。地域おこし協力隊の要件は、「都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、

生活拠点を移した者を、地方公共団体が地域おこし協力隊として委嘱し、一定期間地域に居住して、

地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこしの支援や農林水産業への従事、住民の生活

支援などの地域協力活動を行いながらその地域への定住・定着を図る取り組み」とされている(総務省 
2019)。地域に長年居住している住民は、地域に慣れ親しみすぎており、実は外部の人から見ると魅力

的なものであるが、そこに気づいていないということがしばしばある。そこに地域外からきた協力隊

員の斬新な視点から地域資源を掘り起こし、商品のリニューアル、または新たな商品開発が可能とな

る可能性を期したものである。言うまでもないが、地域おこし協力隊は、ツーリズムに特化した活動

を行っているわけではなく、地域の文化や農林水産業、環境保全、地域住民の生活支援など活動範囲

の広いものである22。 
ここで「平成29年度地域おこし協力隊の定住状況等に係る調査結果」23をみてみる。調査対象とな

った 2,230 人の隊員のうち、1,075 人が同一市町村内に定住しており、近隣市町村に定住した隊員を

あわせると約65%の隊員が何らかの形で活動地または周辺地域に定住していることが明らかとなった

24。定住した隊員のうち、起業した隊員でツーリズムと関連のある事業（飲食サービス業、宿泊業、観

光・移住交流業）を起業したものが 98名と約 48%、さらに就業した隊員についても観光関係だけで

64名と約25%を占めている。このように地域おこし協力隊制度については、地域のツーリズム振興に

おいて重要な役割を果たしているであろうことが予想される。こうした点からも地域の人材不足を補

うという地方創生の趣旨において重要な結果が現れていると考えられる。しかし、地域で旅行者を受

け入れていくにあたっては先に述べた南阿蘇観光協会の職員の言にもあるように、絶対的な人材不足

が存在しているわけである。その意味するところは、いかに域外からの人材が流入したとしても限界

があり、その地域の人材を育成し、それらの人材が地域に留まるような状況を創っていかなければな

らない。 
 次に、観光庁が実施する日本版DMO 制度は、国内の各地域において、地域の資源を活用して、地

域振興を進めるために、マーケティングとマネジメントの概念を導入しようというものである。さら

に官民一体となった事業推進を行うために、その中間に立つ組織を育成していくためのモデルとなる

ような組織を認定していくというものである。従来の日本におけるツーリズム産業は、旅行業者が企

画する旅行に団体または個人で参加する、つまり旅行業者主導の観光旅行が行われてきた。現在、イ

ンターネットの普及と個人の嗜好の広がりによって、地域主導の観光旅行が志向されるようになって

きた。つまり、発地型観光から着地型観光への移行である。しかし、着地型観光を目指す中で、地域に

おいてそうしたマーケティングやマネジメントのプロフェッショナル人材は限られている。また、従

 
22 総務省 (2009) 「地域協力活動の例」 『地域おこし協力隊推進要綱』。 
23 平成29年3月31日までに任期終了した地域おこし協力隊の定住状況について調査したもので、546団体における

平成29年3月31日までに任期を終了した隊員の累計は2,230人である（総務省 2017）。 
24 321人が活動地の近隣市町村内に定住、また、その他の地域に転出した者のうち50人が活動地と関わりのある地域

協力活動に従事している。 
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来から観光産業に携わっていた人々であっても、旅行業者からの送客に依存していたため、マーケテ

ィング・ターゲットは旅行業者やその他の関連事業者であったことを考えるならば、直接顧客をター

ゲットとして売り込みをするということにも不慣れであったことは容易に想像がつく。また、従来の

マスツーリズムの弊害からマーケティングだけでなく、現在のツーリズム振興を推進する上でマネジ

メントという概念については、いっそう不慣れであろう。日本のツーリズム振興においてそうしたプ

ロフェッショナル人材を育成するということは最重要課題と考えられる。そこでDMO という組織が

その役割を担っていくとする施策である。2017年に登録がスタートした日本版DMOは、当初国内に

100のDMO組織をつくることを目標として掲げた。2019年8月7日現在、広域連携DMO10件、

地域連携DMO69件、地域DMO57件の計136件が登録され、さらに116 の候補法人が登録審査を

待っているところである25。ところで、登録DMO および候補法人は、果たしてDMO としての役割

を果たすのに十分なのであろうか。約 2 年間で 252 もの登録または候補法人が存在するとされるが、

それ程急速にそのような組織が設立されるものなのかという疑問が生じる。また、DMOは、マーケテ

ィング・マネジメントのプロフェッショナル組織として活動することを想定されているが、ここでも

やはり組織における人材不足は否めないのではないだろうか。また、登録法人であっても十分な成果

が出ているものなのであろうか。本稿では、この疑問を呈するに留めるが、今後登録法人または候補

法人の動向について詳細に分析・考察をしなければならないと考えている。 
 以上のように、日本における地域振興の有効な産業の一つとしてツーリズムがとらえられ、その担

い手不足の解決策として地域おこし協力隊やDMO組織の導入が行われている。しかし、いずれの制

度についても外部からの人材誘致という方法である。一時的にはそれらの方法は有効であるかもしれ

ないが、やはり地域人材流出を止める、人材が地域に留まるような魅力ある地域づくりも必要なので

はないだろうか。地域おこし協力隊やDMO組織が、地域の人口動態においてどのような影響をもた

らしているのかについても検証が必要であると考える。 
 
4.2インバウンドツーリズム振興における課題 
 矢ヶ崎はインバウンドツーリズムの課題として、1．住民と旅行者の共存、2. 環境と観光の共存、3. 
人手不足、4. 資金調達について述べている（矢ヶ崎 2017 207-210頁）。一方、鈴木勝は「一国偏重を

避け、多様なマーケットにアプローチ」をすること、また、「ツーウェイ・ツーリズム（双方向的な交

流）」を目指すことを挙げている（鈴木 2011 228-234頁）。さらに鈴木茂は、サステイナブル・ツーリ

ズム（持続可能なツーリズム）とそのための地域づくりの必要性に言及している（鈴木 2007 14-15頁）。 
矢ヶ崎の述べる「住民と旅行者の共存」、「環境と観光の共存」は、鈴木茂の述べたサステイナブル・

ツーリズムと関連づけられる。急激に多くの旅行者が訪れることによって、そこに居住する住民にネ

 
25 「広域連携DMO」とは、複数の都道府県に跨がる地方ブロックレベルの区域を一体とした観光地域として、「地域

連携DMO」は、地方公共団体に跨がる区域を一体とした観光地域として、「地域DMO」は、原則、単独市町村の区域

を一体とした観光地域として、マーケティングやマネジメント等を行うことにより観光地域づくりを行う組織をいう 
（観光庁 2019）。日本版DMOに登録されると、内閣府の地方創生推進交付金による支援対象となることができ、観光

庁を始めとする関係省庁で構成される観光地域づくりに対する関係省庁連携支援チームの重点的支援を受けられる。  
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ガティブな影響が出ることはすでに周知のことであり、すでに人気の観光地で発生している。許容量

を超える旅行者が訪れることによって、ゴミ問題や騒音、また過度の旅行者が訪れることによって観

光地の価値が減少することも想定される。観光地の環境を維持しつつ、住民と旅行者が共存できるよ

うな管理体制がなされなければならない。そして、現在の世代がツーリズムからの恩恵を得られると

同時に、将来世代もまたツーリズムからの恩恵がえられるようにしなければならない26。 
昨今、訪日旅行者の誘客に力をいれる自治体や観光目的地が増加している。2003年以降、政府もま

た訪日旅行者の誘客を重要と考え、観光政策に力を注ぐ。しかし、それまで日本人旅行者さえ訪れな

い地域に、すばらしい観光目的地となり得る観光資源があったとしても、外国人旅行者が訪れるだろ

うか。また、外国人旅行者を誘客するために、多言語化や外国人向けの施設を整備したからといって

容易に外国人旅行者を誘客できるものであろうか。地域によっては、日本人旅行者の誘客から取り組

むことにより、将来的に外国人旅行者の誘客につながる場合もあるだろう。 
国内でもいち早く訪日外国人を受入れ始めた北海道のニセコ地区27について考えてみる。ニセコ地

区は、国内の観光目的地の中でもいち早く外国人旅行者を受け入れている地域として注目されてきた。

ニセコ地区に外国人旅行者が増加したのは1994年頃からであり、ロス・フィンドレー氏や他のオース

トラリア人が移り住んで以降である28。鬼塚は、彼らオーストラリア人らが先駆的にこの地域に移り住

み、積極的にオーストラリアからの旅行者誘致を行い、24時間体制で旅行者のケアを行い、旅行者の

満足度を高めたからであると述べた（鬼塚 2006）。2017年現在、ニセコ町だけでも約22万人の外国

人旅行者が訪れている29。しかし、それら外国人旅行者がニセコへ訪れるようになった最も重要な要因

として、そもそもニセコは日本人スキーヤーにとっても人気のスキーリゾートで、外国人旅行者が急

増する以前の1991年時点で、年間138万人がニセコ町を訪れていたのである30。そのような人気のス

キーリゾートであったためアクセス道路やホテルなどの宿泊施設、飲食店などが整備されていたので

ある。それは外国人旅行者にとってもアクセス可能であり、滞在可能な地域であったということであ

る。つまり、日本人旅行者にとって人気のスキーリゾートであったことが、ニセコが現在のように訪

日外国人旅行者を受入れ、また外国資本による投資が集中する地域となった重要な要因なのではない

だろうか。 
 ツーリズムは、他の産業とは異質の産業である。観光は「百聞は一見に如かず」であり、どれほど評

 
26 Report of the World Commission on Environment and Development: Our Common Futureの「持続可能な開発」

の定義 “Humanity has the ability to make development sustainable to ensure that it meets the needs  
 of the present without compromising the ability of future generation to meet their own needs.” を筆者が和訳した。 
27 ニセコ地区は、ニセコ連峰を囲む5町（岩内・倶知安・共和・蘭越・ニセコ）からなる山岳丘陵地帯で、倶知安とニ

セコが観光の中心となっている地域である。 
28 ロス・フィンドレー：（株）NAC（北海道倶知安町）代表。観光庁が主催する「観光カリスマ百選」に選定された。

「冬のスキーによる観光しかなかった北海道ニセコ地域に、ラフティングなど夏の体験観光の魅力を付加し、広く国内

外から観光客が集まる通年観光の地に変貌させた。また、「日本リバーガイド協会」の設立に当初から参加し、ラフティ

ングツアーの安全性やサービスの向上を通じて、ラフティング人口の増加に寄与した（観光庁、観光カリスマ、

https://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/jinzai/charisma/mr_findlay.html）。 
29 ニセコ町企画環境課統計調査係 (2018) 『ニセコ町統計資料〜数字で見るニセコ』 ニセコ町 14頁。 
30 ニセコ町役場企画課企画経営係 (2007) 『数字でみるニセコ2006年度末版』 ニセコ町 13頁。 
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判の高い観光地であったとしても10人の旅行者を同じように満足させるとは限らない。また、天候な

ど外部要因に左右されやすいものである。また、宣伝をしたからといってすぐに旅行者が訪れるわけ

でもない。旅行者が訪れるまで持続的に活動しなければならないし、そのためのモチベーションを維

持し続けることも容易ではない。 
次に、鈴木勝が指摘している「多様なマーケットへのアプローチ」と「ツーウエイ・ツーリズム」で

あるが、これはインバウンドツーリズムの外的要因リスクとツーリズムのバランスについて述べたも

のである。昨今の日韓関係の悪化から、韓国から日本を訪れる旅行者のキャンセルが相次ぎ、その影

響から韓国と日本とを結ぶ航空便の運航休止または減便措置がとられている。2018年の韓国から日本

への旅行者数は、約754万人であった31。これは、中国の838万人に次いで2番目に多い旅行者数で

あり、これら２つの国からの旅行者数だけで 2018 年の訪日外国人旅行者数の約半数を占めている32。

2019年も1月から7月までに442万人の旅行者が韓国から訪れていた33。しかし、8月の韓国からの

訪日客数は、前年比48%、訪日旅行者全体でも前年比2.2%減と発表された(JNTO 2019)。韓国からの

旅行者数減少はいましばらく続くと予想される。こうした特定の国の旅行者に依存している日本のイ

ンバウンドツーリズムの危うさが露呈したといえるのではないだろうか。そのような状況のなか、9月
以降の日本発着の航空便は韓国線が減便する一方で中国路線の拡大が顕著となっている（日本経済新

聞 2019）。加えて、2019年はラグビーのワールドカップが日本の12都市で分散して開催され欧米・

豪の旅行客が急増し、その消費額は2.4倍であったともされている（日本経済新聞 2019）。こうした

背景からも、ある特定の国籍の旅行者に依存するのではなく、分散型のインバウンドツーリズムを目

指す必要があり、そのためのマーケティング戦略とアクションプランの構築が必要である。そしてそ

の戦略とプランを作成し、実施していくのは誰であるのかが重要な課題となる。 
 最後にインバウンドツーリズムは万能であるのかについて指摘しておきたい。これまで外国人との

接触の少ない地域が訪日外国人を受けいれるとなると、さまざまな課題に直面することになる。例え

ば、外国人に対する接遇や提供する情報の多言語化である。英語はもとより韓国語、中国語、その他

言語への翻訳など、地域では対応できないこともあるだろう。また、現代社会においてWi-fi環境は必

須であり、そのための設備投資は地方の自治体では多大な負担となる。過疎化の進行する現代日本で

は、新たなインフラ整備だけでなく、インフラの老朽化に伴う修復費なども地方の自治体にとって大

きな課題である。こうした点を踏まえて、必ずしも外国人旅行者を受け入れることが正の効果を生み

出すとは言えない。むしろ地域によっては、同じツーリズム振興を目指すにしても、日本人旅行者の

受入れが適切である場合もあるだろう。よって、その地域に適したツーリズム振興のあり方を考えて

いかなければならない。 
 
 

 
31 JNTO, 2019 「訪日外客数(総数)」。 
32 同上。 
33 JNTO, 2019 「訪日外客数(総数)」。 
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おわりに 
 本稿は、日本政府が地方創生の重要項目として挙げる地域におけるツーリズム振興をテーマとした。

現代ツーリズムは、従来のマスツーリズムと呼ばれる旅行業者主導の団体または個人向けのパッケー

ジツアーに代表される発地型観光から、地域が地域の資源を掘り起こし、活用または再活用し、地域

が自らマーケティング・マネジメント活動を行う着地型観光へと移行しつつある。そのような背景が

あるなかで、地域ツーリズム振興の担い手をどう確保していくかという課題がある。それは地方創生

の課題でもあり、域外からの人材誘致も必要であろうが、域内の人材育成もまた重要な課題といえる

だろう。 
現代日本のツーリズムは、インバウンドツーリズムに最大の注目を向けている。しかし、すべての

地域でインバウンドツアーを推進する必要があるのかという疑問を提示した。インバウンドツアー受

入れで注目される旅行目的地は、もともと日本人国内旅行者が多く訪れていた地域でもあり、そのた

め社会インフラが整備されていたという利点がある。そうした点から地域の状況に応じたツーリズム

振興を推進していかなければならない。ツーリズムは政府が述べるように、雇用創出、所得向上、税

収向上、投資誘因、インフラ整備などの効果がある。加えて、特定の産業だけでなく、各産業を横断的

に網羅する産業の活性化にも貢献し得る産業である。しかし、過去のツーリズムが正の効果ばかりで

なく、負の効果も生み出してきた。そのため、地域資源を適正に活用し、ツーリズム活動を適正に管

理していくことが求められる。 
 本稿では、日本のツーリズム振興の現状と課題について述べた。今後の筆者の研究課題として、現

在推進される日本のツーリズム振興と地方創生への貢献について検証をしなければならない。特に、

本稿で言及した人材育成の進展状況、また日本版DMO のツーリズムにおける貢献について明らかに

していく。そのために日本版DMO に登録されている組織について分析をする必要がある。さらに、

DMO組織や第4節で取り上げた地域おこし協力隊制度が、地域の人材育成または人材確保において、

どのような影響をもたらしたのかについても検証が必要であると考えている。それらを検証すること

によって、地域のツーリズム振興における担い手不足の解消が可能であるのかを明らかにすることが

できるのではないだろうか。また、日本の地方創生は地球規模の開発指針である「持続可能な開発目

標（Sustainable Development Goals: SDGs）」と関連づけられるようになっており、SDGsにはツー

リズムと直接的・間接的に関連している目標が含まれている。UNWTOもまた持続可能なツーリズム

開発(Sustainable Development of Tourism)という概念を提示している。政府は、日本のSDGsの取
組について、諸外国でも適用可能な日本の取り組みという方針を打ち出している。そうした視点から

も、今後の課題として、日本の地方創生とSDGs、またはツーリズム振興におけるSDGsについて挙

げておく。 
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キーワード

ビジネスモデル、DX

本科目のゴール

❏ビジネスモデルについて、具体例を知る。

❏テクノロジーの進歩がビジネスモデル自体にどのような影

響を与えていくのかが分かる。
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